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第２章 避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え 

 

１ 避難に関する基本的事項  

(1) 基礎的資料の収集 

市は、迅速に避難住民の誘導を行うことができるよう、住宅地図、道路網図、

避難施設のリスト等必要な基礎的資料を準備する。 

また、本市は積雪寒冷地であるため、積雪により道路が寸断され、地域が孤

立する状況が生じるおそれがあることにかんがみ、道路の除雪及び閉鎖状況の

照会先や冬季における交通機関の輸送体制等の把握については特に留意する。 

 

  【市対策本部において集約・整理すべき基礎的資料】 

○ 住宅地図 

  （個人住宅等が読み取れるもの） 

○ 区域内の道路網図 

  （避難経路として想定される高速道路、国道、道道、市道等の網図） 

○ 輸送力のリスト 

  （鉄道、バス等の運送事業者や公共交通機関の保有する輸送力のデータ） 

  （鉄道網やバス網、保有車両数などのデータ） 

〇  避難施設のリスト（データベース策定後は、当該データベース） 

  （避難住民の収容能力や屋内外の別についてのリスト） 

○ 備蓄物資、調達可能物資のリスト 

（備蓄物資の所在地、数量、区域内の主要な民間事業者のリスト） 

○ 生活関連等施設等のリスト 

    （避難住民の誘導に影響を与えかねない一定規模以上のもの） 

○ 関係機関（国、道、民間事業者等）の連絡先一覧、協定 

  （特に、地図や各種のデータ等は、市対策本部におけるテレビ等の画像を大画面上で

表示できるようにしておくことが望ましい。） 

○ 町内会・自治会、自主防災組織等の連絡先等一覧 

（代表者及びその代理の者の自宅及び勤務先の住所、連絡先等） 

○ 消防機関のリスト 

  （消防本部・署の所在地等の一覧、消防団長の連絡先） 

    （消防機関の装備資機材のリスト） 

○ 災害時要援護者の避難支援プラン 

 

 避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの備えに関して必要な

事項について、以下のとおり定める（通信の確保、情報収集・提供体制など既に

記載しているものを除く。）。 
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(2) 隣接する市町村との連携の確保 

市は、市の区域を越える避難を行う場合に備えて、平素から、隣接する市町

村と想定される避難経路や相互の支援の在り方等について意見交換を行い、ま

た、訓練を行うこと等により、緊密な連携を確保する。 

 

(3) 高齢者、障がい者等災害時要援護者への配慮 

市は、避難住民の誘導に当たっては、高齢者、障がい者等自ら避難すること

が困難な者の避難について、自然災害時への対応として作成している避難支援

プランを活用しつつ、災害時要援護者の避難対策を講じる。 

その際、避難誘導時において、災害・福祉関係部局を中心とした横断的な「災

害時要援護者支援班」を迅速に設置できるよう職員の配置に留意する。 

 

【災害時要援護者の避難支援プランについて】 

 武力攻撃やテロ発生時においても、避難誘導に当たっては、自然災害時と同

様、高齢者、障がい者等の災害時要援護者への配慮が重要であるが、平素から、

自然災害時における取組みとして行われる災害時要援護者の避難支援プラン

を活用することが重要である（「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」（平

成１７年３月）参照）。 

 避難支援プランは、災害時要援護者の避難を円滑に行えるよう、「要援護者

支援に係る全体的な考え方」と「要援護者一人一人に対する個別計画」で構成

される。 

 災害時要援護者一人一人の避難支援プランを実施するためには、災害時要援

護者情報の把握が不可欠であるが、その方法としては、①同意方式、②手上げ

方式、③共有情報方式の３つの方法があり、これらにより取得した情報をもと

に一定の条件や考え方に基づき、支援すべき災害時要援護者を特定し、福祉関

係部局と防災関係部局が連携の下で、災害時要援護者各個々人の避難支援プラ

ンを策定することとなる（家族構成や肢体不自由の状況、避難支援者や担当し

ている介護保険事業者名などを記載）。 

 

(4) 民間事業者からの協力の確保 

市は、避難住民の誘導時における地域の民間事業者の協力の重要性にかんが

み、平素から、これら企業の協力が得られるよう、連携・協力の関係を構築し

ておく。 

 

(5) 学校や事業所との連携 

市は、学校や大規模な事業所における避難に関して、時間的な余裕がない場

合においては、事業所単位により集団で避難することを踏まえて、平素から、

各事業所における避難の在り方について、意見交換や避難訓練等を通じて、対

応を確認する。 
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２ 避難実施要領のパターンの作成  

市は、関係機関（教育委員会など市の各執行機関、消防機関、道、道警察、自

衛隊等）と緊密な意見交換を行いつつ、消防庁が作成するマニュアルを参考に、

季節の別（特に冬期間の避難方法）、観光客や昼間人口の存在、混雑や交通渋滞

の発生状況等について配慮し、複数の避難実施要領のパターンをあらかじめ作成

する。 

 

３ 救援に関する基本的事項  

(1) 道との調整 

市は、道から救援の一部の事務を当該市において行うこととされた場合や、

市が道の行う救援を補助する場合にかんがみて、市の行う救援の活動内容や道

との役割分担等について、自然災害時における市の活動状況等を踏まえ、あら

かじめ道と調整しておく。 

 

(2) 基礎的資料の準備等 

市は、道と連携して、救援に関する事務を行うために必要な資料を準備する

とともに、避難に関する平素の取組みと並行して、関係機関との連携体制を確

保する。 

また、本市が積雪寒冷地であることにかんがみ、冬季における救援を考慮し

て、暖房器具や自家発電機の備蓄状況又は調達体制等の把握については特に留

意する。 

 

４ 運送事業者の輸送力・輸送施設の把握等  

市は、道と連携して、運送事業者の輸送力の把握や輸送施設に関する情報の把

握等を行うとともに、避難住民や緊急物資の運送を実施する体制を整備するよう

努める。 

特に、冬季の道路においては、積雪により幅員が減少したり、閉鎖となる区間

が生じることを踏まえ、冬季における鉄道を活用した運送の実施体制について検

討を行う。 

 

(1) 運送事業者の輸送力及び輸送施設に関する情報の把握 

市は、道が保有する当該市の区域の輸送に係る運送事業者の輸送力及び輸送

施設に関する情報を共有する。 

 

○ 輸送力に関する情報 

 ① 保有車輌等(鉄道、定期・路線バス等)の数、定員 

 ② 本社及び支社の所在地、連絡先、連絡方法    など 
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○ 輸送施設に関する情報 

 ① 道路 （路線名、起点・終点、車線数、管理者の連絡先など） 

 ② 鉄道 （路線名、終始点駅名、路線図、管理者の連絡先など） 

 

(2) 運送経路の把握等 

市は、武力攻撃事態等における避難住民や緊急物資の運送を円滑に行うた

め、道が保有する当該市の区域に係る運送経路の情報を共有する。 

 

５ 避難施設の指定への協力  

市は、道が行う避難施設の指定に際しては、必要な情報を提供するなど道に協

力する。 

市は、道が指定した避難施設に関する情報を避難施設データベース等により、

道と共有するとともに、道と連携して住民に周知する。 

 

６ 生活関連等施設の把握等  

(1) 生活関連等施設の把握等 

市は、その区域内に所在する生活関連等施設について、道を通じて把握する

とともに、道との連絡体制を整備する。 

また、市は、「生活関連等施設の安全確保の留意点について」（平成１７年

８月２９日閣副安危第３６４号内閣官房副長官補（安全保障・危機管理担当）

付内閣参事官通知）に基づき、その管理に係る生活関連等施設の安全確保措置

の実施のあり方について定める。 

    

 【生活関連等施設の種類及び所管省庁、所管道担当部局】 

国民保護 
法施行令 

各号 施 設 の 種 類 所管省庁 名 
所 管 道 
担当部局 

第２７条 １号 発電所、変電所 経済産業省 

北海道 
総務部 
危機対策局 

２号 ガス工作物 経済産業省 

３号 
取水施設、貯水施設、浄水施設、
配水池 

厚生労働省 

４号 鉄道施設、軌道施設 国土交通省 

５号 電気通信事業用交換設備 総務省 

６号 放送用無線設備 総務省 

７号 水域施設、係留施設 国土交通省 

８号 
滑走路等、旅客ターミナル施設、
航空保安施設 

国土交通省 

９号 ダム 
国土交通省 
農林水産省 

第２８条 １号 危険物 総務省消防庁 

２号 毒劇物（毒物及び劇物取締法） 厚生労働省 
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３号 火薬類 経済産業省 

４号 高圧ガス 経済産業省 

５号 核燃料物質（汚染物質を含む。） 
文部科学省 
経済産業省 

６号 核原料物質 
文部科学省 
経済産業省 

７号 
放射性同位元素（汚染物質を含
む。） 

文部科学省 

８号 毒劇薬（薬事法） 
厚生労働省 
農林水産省 

９号 電気工作物内の高圧ガス 経済産業省 

10 号 生物剤、毒素 各省庁（主務大臣） 

11 号 毒性物質 経済産業省 

 

(2) 市が管理する公共施設等における警戒 

市は、その管理に係る公共施設等について、特に情勢が緊迫している場合等

において、必要に応じ、生活関連等施設の対応も参考にして、道の措置に準じ

て警戒等の措置を実施する。この場合において、道警察等との連携を図る。 

 

 


